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第１ 最一判２０１１（Ｈ２３）年６月６日の批判 

 

１ 原審、第１審が依拠している最高裁判決について 

第１審判決は、本件を判断する基準として、最高裁２０１１（Ｈ２３）年５月

３０日第二小法廷判決・民集６５巻４号１７８０頁、同２０１１（Ｈ２３）年６

月６日第一小法廷判決・民集６５巻４号１８５５頁、同２０１１（Ｈ２３）年６

月１４日第三小法廷判決・民集６５巻４号２１４８頁、同２０１１（Ｈ２３）年

６月２１日第三小法廷判決・裁判集民事２３７号５３頁を引用して、学校におけ

る卒業式等の式典における国歌斉唱時の起立斉唱行為は、慣例上の儀礼的な所作

としての性質を有するものにすぎず、原告らにとって間接的な制約にはなるが、

教育上の行事にふさわしい秩序の確保とともに式典の円滑な進行を図るため許容

し得る制約であるとした。そして、原審もこれを維持している。 

しかし、以下の通り、第１審及び原審が依拠する上記最高裁の基準は、憲法１

９条の解釈としては誤っていることから、当該最高裁判例の基準に依拠して判断

された原審も憲法１９条の解釈を誤ったものである。 

２ 第１審が引用する最高裁判決について 

本件第１審判決が指摘する最高裁判決は以下の五つである〈他にも関連した最

高裁判決がある〉。いずれも卒業式等の式典における国歌斉唱に際して、校長の

出した職務命令が、「思想・良心の自由」を侵害しないかどうかが大きな争点と

なっている。 

① 最高裁平成２２年（オ）第９５１号、２０１１（Ｈ２３）年６月６日第一小法

廷判決・民集６５巻４号１８５５頁。〈注：卒業式等の国歌斉唱の際、起立斉

唱しなかったこと（職務命令違反）で懲戒処分を受けた東京都立高校教員が、

定年退職に際して嘱託採用を拒否された事件。都教育委員会の裁量が認められ

たが、宮川光治裁判官の高裁差し戻しの反対意見がある。〉 
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② 最高裁平成２２年（行ツ）第５４号、２０１１（Ｈ２３）年５月３０日第二小

法廷判決・民集６５巻４号１７８０頁。〈注：②と同様に都立高校教員が嘱託

採用を拒否された事件〉 

③ 最高裁平成２２（行ツ）第３１４号、２０１１（Ｈ２３）年６月１４日第三小

法廷判決・民集６５巻４号２１４８頁。〈注：東京の公立中学校教員が、卒業

式等の国歌斉唱の際、起立斉唱しなかったことでうけた懲戒処分の取り消しを

求めた事件〉 

④ 最高裁平成２２年（行ツ）第３７２号、２０１１（Ｈ２３）年６月２１日第三

小法廷判決・裁判集民事２３７号５３頁。〈注：広島県立高校等の教職員が、

卒業式等の国歌斉唱の際、起立斉唱しなかったことで受けた懲戒処分の取り消

しを求めた事件〉 

この中で「儀式的行事における儀礼的所作」について、最も詳しく判示されてい

る①の最高裁判決を下に引用しておく（傍線引用者）。 

 

〈前略〉しかしながら、本件各職務命令の発出当時、公立高等学校における卒

業式等の式典において、国旗としての「日の丸」の掲揚及び国歌としての「君が

代」の斉唱が広く行われていたことは周知の事実であって、学校の儀式的行事で

ある卒業式等の式典における国歌斉唱の際の起立斉唱行為は、一般的、客観的に

見て、これらの式典における慣例上の儀礼的な所作としての性質を有するもので

あり、かつ、そのような所作として外部からも認識されるものというべきであ

る。したがって、上記国歌斉唱の際の起立斉唱行為は、その性質の点から見て、

上告人らの有する歴史観ないし世界観を否定することと不可分に結び付くものと

はいえず、上告人らに対して上記国歌斉唱の際の起立斉唱行為を求めることを内

容とする本件職務命令は、上記の歴史観ないし世界観それ自体を否定するものと

いうことはできない。また、上記国歌斉唱の際の起立斉唱行為は、その外部から

の認識という点から見ても、特定の思想又はこれに反対する思想の表明として外
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部から認識されるものと評価することは困難であり、職務上の命令に従ってこの

ような行為が行われる場合には、上記のように評価することは一層困難であると

言えるのであって、本件各職務命令は、特定の思想を持つことを強制したり、こ

れに反対する思想を持つことを禁止したりするものではなく、特定の思想の有無

について告白することを強要するものということもできない。そうすると、本件

各職務命令は、これらの観点において、個人の思想及び良心の自由を直ちに制約

するものと認めることはできないというべきである。 

もっとも、上記国歌斉唱の際の起立斉唱行為は、一般的、客観的に見ても、国

旗及び国歌に対する敬意の表明の要素を含む行為であるということができる。そ

うすると、自らの歴史観ないし世界観との関係で否定的な評価の対象となる「日

の丸」や「君が代」に対して敬意を表明することには応じ難いと考える者が、こ

れらに対する敬意の表明の要素を含む行為を求められることは、その行為が個人

の歴史観ないし世界観に反する特定の思想の表明に係わる行為そのものではない

とはいえ、個人の歴史観ないし世界観に由来する行動（敬意の表明の拒否）と異

なる外部的行動（敬意の表明の要素を含む行為）を求められることとなる限りに

おいて、その者の思想及び良心の自由についての間接的な制約となる面があるこ

とは否定し難い。 

   そこで、このような間接的な制約について検討するに、個人の歴史観ないし

世界観には多種多様なものがあり得るのであり、それが内心にとどまらず、それ

に由来する行動の実行又は拒否という外部的行動として現れ、社会一般の規範と

抵触する場面において、当該外部的行動に対する制限が必要かつ合理的なもので

ある場合には、その制限によってもたらされる上記の間接的な制約も許容され得

るものというべきである。そして、職務命令においてある行為を求められること

が、個人の歴史観ないし世界観に由来する行動と異なる外部的行動を求められる

こととなる限りにおいて、当該職務命令が個人の思想及び良心の自由についての

間接的な制約となる面があると判断される場合にも、職務命令の目的及び内容に
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は種々のものが想定され、また、これによってもたらされる上記の制約の態様等

も、職務命令の対象となる行為の内容及び性質並びにこれが個人の内心に及ぼす

影響その他の諸事情に応じて様々であるといえる。したがって、このような間接

的な制約が許容されるか否かは、職務命令の目的及び内容並びにこれによっても

たらされる上記の制約の態様等を総合的に較量して、当該職務命令に上記の制約

を許容し得る程度の必要性及び合理性が認められるか否かという観点から判断す

るのが相当である。 

これを本件についてみるに、本件各職務命令に係わる国歌斉唱の際の起立斉唱

行為は、前記のとおり、上告人らの歴史観ないし世界観との関係で否定的な評価

の対象となるものに対する敬意の表明の要素を含むことから、そのような敬意の

表明には応じ難いと考える上告人らにとって、その歴史観ないし世界観に由来す

る行動（敬意の表明の拒否）と異なる外部的行動となるものである。この点に照

らすと、本件各職務命令は、一般的、客観的な見地からは式典における慣例上の

儀礼的な所作とされる行為を求めるものであり、それが結果として上記の要素と

の関係においてその歴史観ないし世界観に由来する行動との相違を生じさせるこ

ととなるという点で、その限りで上告人らの思想及び良心の自由についての間接

的な制約となる面があるものということができる。 

他方、学校の卒業式や入学式等という教育上の特に重要な節目となる儀式的行

事においては、生徒等への配慮も含め、教育上の行事にふさわしい秩序を確保し

て式典の円滑な進行を図ることが必要であるといえる。法令等においても、学校

教育法は、高等学校教育の目標として国家の現状と伝統についての正しい理解と

国際協調の精神の涵養を掲げ（同法４２条１号、３６条１号、１８条２号）、同

法４３条及び学校教育法施行規則５７条の２の規定に基づき高等学校教育の内容

及び方法に関する全国的な大綱的基準として定められた高等学校学習指導要領

も、学校の儀式的行事の意義を踏まえて国旗国歌条項を定めているところであ

り、また、国旗及び国歌に関する法律は、従来の慣習を明文化して、国旗は日章
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旗（「日の丸」）とし、国歌は「君が代」とする旨を定めている。そして、住民全

体の奉仕者として法令等及び上司の職務上の命令に従って職務を遂行されるべき

こととされる地方公務員の地位の性質及びその職務の公共性（憲法１５条２項、

地方公務員法３０条、３２条）に鑑み、公立高等学校の教職員である上告人ら

は、法令等及び職務上の命令に従わなければならない立場にあり、地方公務員法

に基づき、高等学校学習指導要領に沿った式典の実施の指針を示した本件通達を

踏まえて、その勤務する当該学校の各校長から学校行事である卒業式等の式典に

関して本件各職務命令を受けたものである。これらの点に照らすと、公立高等学

校の教職員である上告人らに対して当該学校の卒業式や創立記念式典という式典

における慣例上の儀礼的な所作としての国歌斉唱の際の起立斉唱行為を求めるこ

とを内容とする本件職務命令は、高等学校教育の目標や卒業式等の際の儀式的行

事の意義、在り方等を定めた関係法令等の諸規定の趣旨に沿って、地方公務員の

地位の性質及びその職務の公共性を踏まえ、生徒等への配慮も含め、教育上の行

事にふさわしい秩序の確保とともに当該式典の円滑な進行を図るものであるとい

うことができる。〈後略〉 

 

３ 「君が代」起立斉唱行為が儀礼的所作ではないこと 

（１）上記最高裁判決の論拠が薄弱であること 

上記の各最高裁判決は、「君が代」起立斉唱行為が儀礼的所作であることの

根拠として、公立学校の式典において国旗掲揚及び国歌斉唱が広く行われてい

た事実のみをあげている。 

しかし元々これらが広く行われていたわけではない。広く行われるようにな

ったのは文部省からの強力な働きかけがあってのことである。１９８５（Ｓ６

０）年に始まる国旗掲揚・国歌斉唱実施状況の全国調査、同年の国旗国歌徹底

通知、１９８９（Ｈ１）年の小中学校並びに高校の『学習指導要領』の国旗国

歌条項の改訂、これら背景にした都道府県・市区町村の教育委員会の各学校へ
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の「指導」、さらに１９９９（Ｈ１１）年の国旗国歌法の制定など、教育行政

の強い姿勢に押されて実施率が高まっていった（岡村達雄『処分論 ―「日の

丸」「君が代」と公教育』インパクト出版会、１９９５年など参照）。 

先の全国調査を見ると、公立高校の卒業式における国旗掲揚が１００％実施

された都道府県は、１９８９（Ｈ１）年度の２７に対して１９９８（Ｈ１０）

年度は４０に達している。１００％に達していない都道府県においても、その

実施率は９年前の２０～７０％程度が９０％を悠に超えるまでに至っている。

同じく国歌斉唱が１００％実施された都道府県は１６から３３に増えている

（東京都教育庁指導部高等学校教育指導課『入学式・卒業式の適正な実施につ

いて』２０００年１月３～４頁）。文部科学省のホームページで、「１０．２３

通達」発出直前の２００３（Ｈ１５）年春の卒業式での実施率を見ると、公立

高校での国旗掲揚は全ての都道府県で１００％に達している。国歌斉唱が１０

０％に達していないのは北海道（９９．６％）と京都府（９７．９％）のみで

ある。全国調査によって実施状況が何％という数字で示された。この数字に基

づいて、「他でもやっているのだから」と都道府県教育委員会、市区町村教育

委員会、校長、教職員へと「説得」が続いたのである。文部省の全国調査が実

施率の上昇に果たした役割は大きい。 

但し、この調査は国旗掲揚・国歌斉唱の様々な形を含めている。国旗の掲揚

は、壇上ステージ正面に限定されておらず、校門、校庭や屋上のポール、式場

の三脚などが、国歌斉唱も音楽科教員によるピアノ伴奏に限定されておらず、

録音テープ、ＣＤなどが含まれている。つまり「広く行われていたことは周知

の事実」であるが、実際の形は様々であった。都教育委員会の「１０．２３通

達」と「実施指針」とが命じる内容、すなわち「会場ステージ正面に掲げられ

た国旗に正対して国歌を起立斉唱すること」、「音楽科教員がピアノ伴奏するこ

と」、この形が広く行われていたわけではないことに留意する必要がある。 
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１９９９（Ｈ１１）年８月の国旗国歌法制定のきっかけとなったのは、広島

県立世羅高校の石川敏浩校長が卒業式直前の同年２月末に自殺した事件であ

る。石川校長が、国旗掲揚を巡って、県教育委員会と教職員との間で苦悩した

ことは疑いようもない。同時期、あるいはそれ以前から、特に先の『学習指導

要領』「国旗国歌条項」の改訂を契機として、全国各地の学校でも卒業式等を

前にこの問題で議論が交わされ、中には教職員に処分が科されたところもあ

る。最高裁の判決は、このような経過を考慮することなく、しかも「１０．２

３通達」と「実施指針」が命じる国旗掲揚・国歌斉唱の具体的な形を検討する

こともない。「広く行われていた」というのは、「一般的、客観的に見て」を言

い換えているだけである。都教育委員会が「１０．２３通達」と「実施指針」

で命じる国歌斉唱の形が、なぜ「一般的、客観的に」「儀式的行事における儀

礼的所作」と言えるのかを説明するものではない。 

にもかかわらず、最高裁は、教職員が職務命令で命じられる内容を、「一般

的、客観的に見て、儀式的行事における儀礼的所作と外部から認識されるも

の」とみなし、その前提に立って起立斉唱等を求める職務命令がこれに疑問を

持つ者の思想・良心への制約となるとしても、「間接的」なものとし、「必要

性」「合理性」の基準が当てはめて、「綜合的に衡量」すれば思想・良心を侵害

していないと判示したのである。ここに大きな問題があると言わなければなら

ない。 

（２）儀式的行事における儀礼的所作とは何か 

ア 入学式・卒業式等の式典に、国旗国歌が持ち込まれるのはいつ頃からか。 

添付資料１の森川論文が明らかにしたのは、都教委が命じる式典の形が、１

９３０年代の特に後半以降、「国民総動員体制」確立期に成立したことであ

る。「日の丸（国旗）」は、この時期に初めて入学式や卒業式の式場正面に掲げ

られるようになる。それに先立つように導入された「君が代（国歌）」の斉唱

と合わせて、今日「当たり前」のようになった式典の形が整うのである。「日
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の丸（国旗）」について言えば、それまでは基本的に国家祝祭日などに校門等

での掲揚が求められてきたに過ぎない。三大節（紀元節、天長節、一月一

日）、四大節（紀元節、天長節、明治節、一月一日）の学校儀式の式場内で、

正面に掲げられ、また独特の節回しで校長から読み上げられたのは、最敬礼や

敬礼が求められた「御真影」「教育勅語」であった。「日の丸（国旗）」は敬礼

の対象ではなかったのである。この理由を、森川論文はこう述べている。 

 

「国旗」と学校儀式の関係づけは、すぐれて帝国憲法・教育勅語体制の枠組

みにかかわるものであった。帝国憲法の近代的運用、天皇機関説的見地に立つ

時、学校儀式は国家観念形成の場として位置づくことになる。そして、国家の

シンボルとして何程かの具象物が必要となる。しかし、天皇神聖化の場が学校

儀式であるとすれば、国家をシンボル化したものが位置づくことはない。忠君

愛国精神涵養の場たる儀式にあって、忠君が愛国の手段となる時には、天皇の

存在も日の丸も国家シンボルとして位置づけられたと考えられよう。しかし、

忠君に絶対的価値が求められ時には、「国旗」が儀式に登場しうる余地はなか

ったのである。【森川論文４５頁】 

 

   大日本帝国を象徴するのは天皇であり、諸外国との識別機能を持つとはいえ

「日の丸」ではない。天皇の統治権の正当性を「万世一系」に求め、その神聖

化を通して人々に崇敬の念を抱かせ、欧米に対抗し得る近代国家の国民（臣

民）意識を創り出す。その意味で学校儀式における「御真影」「教育勅語」は

天皇神聖化の不可欠の道具である。「教育勅語」を「教義」とし、祝祭日など

を中心とした学校儀式も重要な「儀式」として、国家神道が明治期に形成され

確立されていくのである。しかし、「日の丸」は森川氏の指摘するとおり天皇

を象徴し得ない。「君が代」と共に「国旗」「国歌」という表記が長く避けられ
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てきたのも、天皇以外に国家を象徴するものがあっては混乱するからと考えら

れる。 

 学校儀式そのものは、１８９１（Ｍ２４）年に文部省が定めた小学校祝日大

祭日儀式規程が明文規定の始まりである。御影（御真影）への最敬礼と萬歳、

前年に発布された教育勅語の奉読、相応する唱歌の合唱がここに明記されてい

る。学校儀式での「君が代合唱」が初めて明記されたのは、１９００（Ｍ３

３）年の第三次小学校令施行規則である。なお、この時の第三次小学校令をも

って、日本における近代の初等教育制度は、学制が公布された１８７２（Ｍ

５）年以来ようやくにして、一応の確立、定着をみている。【佐藤秀夫「学校

観の成立」、同氏著『教育の文化史 １ 学校の構造』所収（阿吽社、２００

４年）５３頁】 

第三次小学校令施行規則２８条の学校儀式の次第を確認しておく。【文部科

学省ＨＰ「学制百年史 資料編」】 〈＊太字と下線は引用者が付けたもので

ある。以降の引用においても全て同じ。なお、引用者が付けた注意書き等は

〈〉で囲んである。〉 

 

第２８条  紀元節、天長節及一月一日ニ於テハ職員及兒童、学校ニ参集シテ左

ノ式ヲ行フベシ 

    一 職員及兒童「君カ代」ヲ合唱ス 

    二 職員及兒童ハ 

     天皇陛下 

     皇后陛下ノ御影ニ對シ奉リ最敬礼ヲ行フ 

    三 學校長ハ教育ニ關スル勅語ヲ奉讀ス 

    四 學校長ハ教育ニ關スル勅語ニ基ヅキ聖旨ノ在ル所ヲ誨告ス〈＊注：

かいこく 説明する〉 

    五 職員及兒童ハ其ノ祝日ニ相当スル唱歌ヲ合唱ス 
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先に定められた小学校祝日大祭日儀式規程には、一の「君が代」合唱がな

く、反対に二の最敬礼の後に「両陛下の万歳を奉祝す」がある。その二点が大

きな違いであり、「君が代」が、近代初等教育制度の確立・定着時に学校儀式

に正式に位置づけられたことが確認できる。他方、入学式・卒業式等は国家祝

祭日の学校儀式ではない。これらの式典が始業式・終業式等と共に小学校等で

慣例化したのは、１８９２（Ｍ２５）年の第二次小学校令の施行を契機にして

いる。「４月から翌年３月に至る学年サイクルが一定にされたことは、学校暦

の形成と定着との契機を作った。就学の始期と終期が一定され、一学年を三期

に区分する『学期』が確定されるのに応じて」のことである。【佐藤前掲書７

８頁】 

その入学式・卒業式の式典の中に「日の丸（国旗）」「君が代（国歌）」が位

置づくことになったのは、１９３０年代以降のことであると森川氏は述べる。

これを実証する一例として、埼玉県所沢市の山口小学校の「卒業式ニ関スル綴

込」を調べ、君が代斉唱の登場が１９２９（Ｓ４）年度からであること、式場

正面への国旗掲揚とそれへの敬礼が１９３９（Ｓ１４）年度からであることを

突き止めている【森川論文５２頁】。この形は１９３０年代を通して全国の小

学校や中等学校に次第に広まっており、文部省は１９４１（Ｓ１６）年の『禮

法要項』で、学校儀式への注意書き等として追認することになる。  

同書の冒頭には、「主として中等學校に於ける禮法教授の資料として編纂」

されたものであるが、同時に「一般國民の日常心得べき禮法の基準たらしめん

とするものである。」とその趣旨が述べられている。「国民礼法」とも呼ばれた

のはこのためである。これを普及するために多数の解説書が相次いで出版され

たことからも、大きな影響力を持ったことが伺える。祝祭日の学校儀式につい

ては「皇室・國家に關する禮法」の中に位置づけられている。家庭生活、社会

生活に関する礼法も明記される中で、この「皇室・國家に關する禮法」こそ、

「我が國禮法の根幹であって敬神尊皇の誠を致し、國民精神を涵養する上に特
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に重要」と指摘されている。この点は、それまで一般的であった『作法要項』

ではこのような大項目が設けられず、しかも学校儀式について述べられている

「祝祭日」の章が、末尾に１頁程度で載せられているのとは大きく異なる。

【『文部省調査 中等教育 作法要項解説』（西東社出版部、１９３０年）７９

頁】。 

『禮法要項』の「皇室・國家に關する禮法」は次のとおりである。 

 

第六章 祝祭日 

一、祝祭日には、國旗を掲げ、祝賀・敬肅の誠を表する。           

二、紀元節・天長節・明治節及び一月一日に於ける學校の儀式は次の順序・方式

による。 

天皇陛下・皇后陛下の御寫眞の覆いを撤する。 

   この際、一同上体を前に傾けて敬肅の意を表する。 

次に天皇陛下・皇后陛下の御寫眞に對し奉りて最敬禮を行ふ。 

次に國歌をうたふ。 

次に學校長教育に關する勅語を奉讀する。 

    参列者は奉讀の始まると同時に、上体を前に傾けて拜聽し、奉讀の終つた

とき、敬禮をして徐に元の姿勢に復する。 

次に學校長訓話を行ふ。 

次に當日の儀式用唱歌をうたふ。 

次に天皇陛下・皇后陛下の御寫眞に覆いをする。 

この際、一同上體を前に傾けて敬肅の意を表する。            

三、〈省略〉 

四、儀式に参列する者は、服装を整へ、容儀を正しくし、眞心を以て終始しなけ

ればならない。 
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五、式場に入る際は一禮する。擧式中は特別の場合の外、出入りしてはならな

い。 

六、儀式の始と終には、一同敬禮をする。                   

  【注意】 

一、 天皇陛下の御寫眞は式場の正面正中に奉掲する。 

二～五、〈省略〉 

六、皇后陛下御誕辰、皇太后陛下御誕辰を賀し奉る儀式を行ふ場合には、

凡そ祝日に於ける儀式に準じて順序・方式を定める。  

遥拜式・勅語奉讀式・入學式・卒業式又は記念式等學校に於ける諸儀

式に就いても亦同じ。 

七、〈省略〉 

 

    第七章 軍旗・軍艦旗・國旗・國歌・萬歳                  

一、軍旗・軍艦旗に對しては敬禮を行ふ。 

二、國旗は常に尊重し、その取扱を鄭重にする。汚損したり、地に落としたりし

てはならない。 

三、國旗は祝祭日その他公の意味ある場合にのみ掲揚し、私事には掲揚しない。

特別の場合の外、夜間は掲揚しない。 

四、國旗はその尊嚴を保つに足るべき場所に、なるべく高く掲揚する。 

門口に單旗を本體とし、右側（外から向かって左）に掲揚する。 

二旈を掲げる場合は、左右に竝立する。 

室内では旗竿を用ひないで、上座の壁面に掲げてもよい。    

【文部省『禮法要項』１９４１年、３３～３７頁】 

 

 入学式、卒業式も、祝日における学校儀式に「準じて順序・方式を定める」こ

と、先の第三次小学校令施行規則では「君が代」であったものがここでは「国歌」
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とされていること、また同じ旗でも天皇から親授される「軍旗」「軍艦旗」には敬

礼が求められているのに対して、国旗に対してはそれが明記されていないことが分

かる。国旗を会場内に掲げるに当たっては、当初旗竿を横にして掲げるなど試行錯

誤があったと考えられる。そこで「旗竿を用ひないで、上座の壁面に掲げてもよ

い」ことが定められた。今日でいう会場ステージ正面に張り出す仕方であり、式の

始まりと終わりに一同敬礼があることで国旗に頭を下げる形が整ったのである。 

 なお、１９３０年代後半、国体明徴運動の中で天皇神格化が進行したことも補足

しておく。この時期に文部省は、幼稚園から大学に至るまで、私立も含めた全ての

学校で四大節学校機式の完全実施を求めている。キリスト教系の学校等も例外では

ない。また御真影「奉護」は、鉄筋コンクリート造の神社様式奉安殿を最善とする

と指示を出している。児童が登下校時に奉安殿に向かって最敬礼する慣習も現れる

のである。【小野雅章「御真影『奉護』と天皇観の変容過程」『ＵＰ』５０８号 ２

０１５年２月。詳しく研究したものとしては、同氏著『御真影と学校』東京大学出

版会、２０１４年。同書第三章「御真影神格化の完成と『奉護』問題」。】 

イ 国旗国歌が、なぜ入学式・卒業式等の式典に持ち込まれるようになったのか。 

（ア）天皇機関説事件を契機として【森川論文４８～５０頁】 

森川論文は、一つには１９３５（Ｓ９）年の天皇機関説事件をその大きな契

機としている。天皇機関説排撃を契機とする国体明徴運動の中で、同年の内に

文部大臣の諮問機関として教学刷新評議会が設置され、翌年には「天皇の祭祀

（信仰）が政治と教育の基本」とする答申が出る。これまでの「家族国家観的

慈恵的天皇観から、神聖天皇観への転換」を図るものであった。学校は国民道

徳教授の場から「国体ニ基ク修練ノ施設」として位置づけられ、神聖天皇への

信仰による実践的な皇国民の「錬成」の場に改められる。儀式（行事）も修練

の場にふさわしく整えられる。先の第三次小学校令施行規則と『禮法要項』の

規定を比較すれば一見して分かるように、学校儀式は天皇神聖化の一層厳粛な
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場として徹底されている。同時に、国家シンボルとしての「国旗」が学校教育

の場に登場するのである。 

これを担ったのは教学刷新に触発された小学校教師らの「訓育運動」であ

り、この原典ともされたのが山崎力之介『三十年の体験に立脚する 小学校訓

育細案』（第一出版協会、１９３５年）である。同書には、理論ではなく「魂

からの実践」こそが尊さに通じるのであり、皇室への尊崇はその中心でなけれ

ばならないこと、そのためには奉安殿奉拝、皇大神宮奉拝、国歌斉唱が重要で

あること、さらに、「国旗尊重の訓育」が掲げられ、「国旗はどこ迄も国旗全体

として『大和魂』『日本精神』の象徴として愛し、日本国を代表するものとし

て尊重する態度を訓育したい」ことが述べられている。 

実際の動きとしては地域の神社や小学校校庭などに「国旗掲揚塔」が設置さ

れ、その「掲揚式」が実施されていく。 「国旗」の日本精神象徴化によっ

て、奉安殿参拝、皇大神宮遥拝、神棚礼拝の皇室崇拝の中に「国旗」掲揚も位

置づくことになる〈皇大神宮遥拝は毎月一日、宮城遥拝は毎月十五日、国旗掲

揚と国歌斉唱の後、その方角に向かって最敬礼と黙想が求められる〉。これら

の運動は、１９３７（Ｓ１２）年の日中戦争の開始にともなう「国民精神総動

員」によって拡大する。翌１９３８年には国民訓育連盟が結成され、「行的教

育（錬成）の理論と具体化をリード」していくことになる。同じ年に出版され

た『國民精神総動員と小學校教育』にはこう記されている。 

 

今回の國民精神総動員は學校に於ては教育全般に亙っての運動であるが、こと

に訓育に於て兒童の実践に具現せしむることが最も肝要であるから、この意味に

於て一種の訓育運動であると言ふことも出来る。従って訓育における種々の方法

を時局によって色付けることが大切であって、之に依りて益々國民的自覺を深

め、日本精神の昂揚強化に資するところがあらねばならぬ。（中略）近頃國旗掲

揚式を挙行する時、國旗によりて國家意識を高揚し國民的感激を起こさしむる
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ことが行わるるが、これ亦時局によりて一層其効果を大ならしむるを得るであ

らう。 

【内閣ほか編『國民精神總動員と小學校教育』（國民精神総動員中央連盟、１

９３８年）１０～１１頁】 

       

こうして国体明徴、教学刷新にともなう訓育運動の中で国旗掲揚は広がってい

く。とはいえ、入学式や卒業式を含めて、儀式の会場内でのそれはまだ例外的なこ

とであった。森川論文は、もう一つのチャンネルとして、１９３２（Ｓ７）年に始

まる農山漁村経済更生運動にともなう精神更生運動の一環として、「国旗」が学校

教育に広がったことを次に論証する。 

（イ） 農山漁村経済更生運動から【森川論文５０～５２頁】 

１９２９（Ｓ４）年、アメリカから始まる世界大恐慌は日本の農村等をも

飲み込む（昭和農業恐慌）。不況のどん底に落としこまれた農村等の対策とし

て、政府が主導したのが「農山漁村経済更生運動」である。政府は、流通生

産過程の合理化を進めるとともに、崩壊の淵にある農村建て直しのため「自

奮更生の民風」興起を重視する。精神的教化運動に終始する面がむしろ強か

ったのである。 

しかも、この運動は、当初の応急的な恐慌対策から、日中戦争開始後は総

力戦体制に応じた農業生産力拡充対策へと転換していく。国家―産業組合―

農事実行組合―農民という農村の組織化、農業統制の仕組みは、「国民精神総

動員運動」、翼賛運動の先駆となり、ファシズム支配機構形成の起点となった

とされる。【ＨＰ『日本大百科全書ニッポニカ』の経済更生運動の解説（森武

麿）】 

経済更生運動にともなう精神更生計画は、国家観念の強調にともなう「国

旗」掲揚を重視する。集落の神社や学校に「国旗掲揚場（塔）」が建設され、

国旗の掲揚が実施されていく。森川論文が分析している埼玉県の経済更生指
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定村の精神更生計画からは、経済更生運動下にあっては、「国旗」は、訓育運

動にいう精神的象徴よりは、むしろ国家観念の基礎として、町村民の共同心

のシンボルとして受け止められていることが分かる。同様に、四大節学校儀

式での「御真影」奉拝に代わるものとして、国旗掲揚が位置づけられている

事例もここで紹介されている。 

 

四大節ニ全村民ガ小学校ノ拝賀式に参列スル…ノハ困難ナル爲部落国旗掲揚式

ヲ以テ之ニ替ヘ精神ノ教育ヲ行フモノナリ 

【武田勉・楠本正弘編『農山漁村経済更生運動史資料集成第２集』Ⅱ、（柏書

房、１９８８年）３１８頁】 

 

これは経済更生の模範村であった山口県佐々並村の事例である。 

（ウ） 入学式卒業式の会場正面への「国旗」の登場 

以上、①②で整理したとおり、学校教育への「国旗」の登場は、一つには

訓育運動による「国旗」の精神的象徴化と、もう一つには経済更生運動にと

もなう国家観念、村民共同のシンボル化との相乗效果であったことが明らか

である。 

確かに、学校儀式が天皇の神聖化を基軸とする以上、その演出に必要な神

秘性、限定性は不可避である。しかし、戦時体制の確立、「国民総動員」体

制の確立を不可欠とする１９３０年代になると、神秘化とともに大衆動員に

必要なシンボルが求められることになる。学校儀式での「御真影」礼拝を核

とする村民（国民）教化は、対象の拡大と日常化にとって限界がある。より

日常的、国民的規模での国家観念形成のシンボルが求められるに至る。そこ

で、学校儀式における「御真影」奉拝に代わるものとして、国体精神のシン

ボルと意味付けられた「国旗」掲揚が広がるのである【森川論文５２頁】。 

それがさらに、地域の小学校校庭や神社境内などに設けられた国旗掲揚塔
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での掲揚にとどまらず、卒業式等の式典会場正面の壁に国旗が掲げられるよ

うになったのは、先に埼玉県所沢市の山口小学校の例で確かめられるように、

１９３０年代の特に後半以降のことであろうと考えられる。これを森川論文

が引用している川島次郎氏の著作『学校禮法 儀式編』（目黒書店、１９４

２年）から確認しておく。この本は『禮法要項』の普及のために、その解説

書として書かれた本の一冊である。なお、川島次郎氏は、戦前の修身の教科

書他、礼法関係の多数の著作があり、著作の中には「文部省嘱託」と肩書き

のつくものも見られる。〈引用文中の頁数はこの本の頁数をさす。下線、太

字は引用者が付けたものである〉 

 

第二編式場の設備 

第四章式場に於ける諸準備 

  一般的には花卉が飾られ、楽器が置かれる。場合によっては幕を張りめぐらせ

ることもある。 

  卒業式・修業式には、證書・賞状等が用意される。    【４３頁】 

  又正面に國旗が掲げられたり、校旗が立てられたりすることがある。 

 

  近来は國旗を正面の壁面にかける事が多くなった。國旗は本来戸外に高く掲

揚すべきもので、それが爲に旗布の部分に風上、風下等の名稱もついて居る。而

も横縦を顛倒して旗布を垂下した形は、見なれない目には異様な感がする。然し

こんにちは次第に慣れて、それにも意味をつけて見るやうになった。 

 

  思ふに國旗は本来戸外に掲揚せらるべきものであるが、室内にも掲げられなけ

ればならないやうな事情が發生するとすれば、戸外の掲揚法に対して、室内に於

ける掲揚法が定められなければならぬ。外と内とは事情を異にするから、戸外に

於ける掲揚の方法を直ちに移して室内の方法とする事は出来ない。【４４頁】 
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   そこで外は翩翩と風に翻ることによって、旗章を明らかに見ることが出来る

けれども、内ではその事がないから、勢、竿を横にして明らかに旗章を見ること

が出来るやうにするより外に道はない。これが今日旗布を壁面に垂れる形をとる

やうになった事情であろうと思ふ。  …… 

   さて、旗布を壁面にかける場合に注意すべき事は 

一、 その室の正面に掲げる 

二、 決して装飾に用ひない                             

【４５頁】 

 

「本来戸外に高く掲揚」されるべきものであった国旗が、式場内に持ち込まれる

ようになったことへの注意が詳しく述べられている。しかも大事なことは、それが

文部省の規則等によって命じられたものではなく、それぞれの学校で広まってきた

ことへの注意として書かれていることである。先に引用した文部省『禮法要項』で

も「室内では旗竿を用ひないで、上座の壁面に掲げてもよい。」という表現になっ

ている。森川論文が論証したように、訓育運動や経済更生運動の盛り上がりの中

で、人々の間から卒業式等の会場に「国体精神のシンボル」として国旗が持ち込ま

れるようになったことが明らかである。 

（エ） 入学式卒業式における「国歌」の位置づけ 

『禮法要項』には、これらの式典も「祝日に於ける儀式に準じて順序・方式を

定める」ことが明記されている。今日の入学式、卒業式等に見られる式次第の原

型もここに整えられることになる。川島氏の前掲書では、入学式卒業式の式次第

と注意が述べられている。 

 

第三篇儀式の次第 

第三章入学式 

式の内容及び順序 
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職員及び在校兒童一同式場に入る。 

次に新入學兒童式場に入る。 

父兄其の他附添のものは相前後して式場に入る。 

次に學校長式場に入る。 

 

次に一同敬禮。 

 次に一同國歌を歌ふ 

 次に學校長新入學兒童を在校兒童に引き合はせる。 

 次に學校長訓話。 

 次に在校兒童の挨拶。                                

【９６頁】 

 新〈ママ〉に新入學兒童の挨拶。 

 次に校歌を歌ふ。 

 

 次に學校長式場を退出する。 

 次に新入學兒童退出。 

  父兄其の他附添の者も相前後して退出。 

 次に職員及び在校兒童退出 

 

第四章卒業式  〈＊入学式と違って「必ずしも劃一にする必要もなかろう」

と断りがあり、「一例」として示されているものです。〉  

職員兒童（修業生）式場に入る。 

次に卒業兒童式場に入る。                              

【１０１頁】 

次に来賓式場に入る。 

次に學校長式場に入る。 
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次に一同敬禮。 

 

次に国歌を歌ふ。 

次に学事報告。 

次に卒業證書を授輿す。  

次に學校長訓辭。 

次に卒業兒童答辭。 

次に卒業生卒業の歌を歌ふ。 

次に修業生送別の歌を歌ふ。 

 

次に一同敬禮。 

次に學校長退出。                                  

【１０２頁】 

次に来賓退出。 

次に卒業生退出。 

次に職員兒童（修業生）退出。 

 

 １９００（Ｍ３３）年の小学校施行令施行規則で、天長節等の学校儀式の冒頭に

導入された「君カ代合唱」が、ここでは「国歌を歌ふ」として明記されている。入

学式、卒業式の最初に国歌を歌う理由について川島氏は以下のように説明する。 

 

今日の喜びにあふにつけても、先づ仰ぐべきは天皇陛下の大御惠であり、心

から寶祚の無窮を祈り奉らなければならないからである。〈＊寶祚ほうそ＝天皇

の位〉【１０３頁】 
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之を以て學校教育が天皇の大御心によって行はれ、皇運扶翼が教育の眼目た

ることを象徴するものと見ることも出来る。學校教育はまづ奉公の精神から始

まらなければならぬ。【９７頁】 

 

ウ 入学式卒業式の「教育的意義」 

 『学校禮法 儀式編』には入学式卒業式の箇所で会場図も示されている。上

部の中央演台に向かって左に来賓席、右に職員席が設けられ、児童席はステー

ジ正面に正対する形である。また入学式、卒業式の次第に共通しているのは、

学校長が一番最後に式場入り、一番最初に退出することである。その際には一

同起立が求められる。川島氏はこの起立を「本来を明らかにし、分を正す所以

である」と理由づける【１２頁】。この日の主役、一番重きを置かれるのは、

新入生でも卒業生でもない。式を行う側の学校長にあることがこの順序と所作

によって明白である。学校長の権威が、学校では一番尊重されねばならないこ

とが自ずと了解されよう。また式の最初と最後の敬礼については「式を重んず

る心持である。」と川島氏は説明する【同】。 

全体的な心得としては「秩序」「容儀及び服装」を正しくすることを求め、

特に「秩序」については「学校の式に於いては特に留意すべき事である」とし

て、次のように説明を重ねる。 

 

  秩序は先ず〈ママ〉式場の設備の上に要求される。卓子や椅子の置き方か

ら、窓の開閉、席の定め方等何れも宜しきに適うべきで、ここに式の秩序の第

一歩がある。勿論其等は前もって整備されなければならないことであるが、擧

式に際しては、すべての人がこの精神を體し、この設備を生かす心掛けでなけれ

ばならぬ。【１０～１１頁】 
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  式は豫め定められた次第に従って順序正しく進行しなければならない。式の次

第を整へる事は秩序を保つのに大切な條件であるが、その前提として、その定め

られたことを重んじ、之を守ることが要求されなければならぬ。【１２頁】 

 

なお、式日に校門にも「国旗」を掲げることについては、入学式の箇所で、この

日を「國家の公事として考える」からであるとしている【９９頁】。 

さらに、入学式卒業式の式次第を、陸軍の「禮式令」に定められた入隊式（１５

３条）除隊式（１５４条）のそれと比較して、こうも述べている。 

 

（入隊式では）天皇陛下の軍隊たるの意識が明かになって居ることである。入

學式も天皇陛下の赤子として、新たに入學した兒童を教育するという精神が闡明

されなければならぬ。〈＊闡明せんめい＝説明〉                    

【１００頁】 

 

軍隊が軍旗を中心とする精神は、學校で國歌から式を始めるといふ行事にも

その國旗を掲揚するといふようなことにも現れてゐる。                 

【１０４頁】 

 

入学式卒業式が、「国旗」「国歌」を用いることで、国家的な行事として位置づけ

られていることが明らかである。 

『学校禮法 儀式編』の初めには、「儀式は学校の教育作用として重要なもので

あるから、その設備なり、その方法なりについて細心の注意を拂い、十分にその教

育効果を収めるやうに力めなければならない。」と、これを著す狙いが示されてい

る【４頁】。 

四大節の学校儀式については、これが「天皇陛下のご盛徳を仰ぎ奉り、皇室の御

繁榮を祈り奉ることを以つて中心とするのは當然である。」とし、「我が國に於ての
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み見られる事實で、國體を異にする諸外國に類例を見ることは出来ない。」と述べ

ている【３頁】。 

その上で、「儀式は方法によって益々其の價値が増大される。儀式を重視すれば

する程、其の方法について研究し工夫して、其の最高價値を發揮するように力めな

ければならない。」と続けている【同】。 

同書が詳しく解説した『禮法要項』と同じ１９４１（昭和１６）年には、これま

での小学校令を全面的根本的に改めた国民学校令が出されている。これは学校を

「國体ニ基ヅク修練ノ施設タラシメ」」る必要があるとした、教学刷新評議会の先

の答申に基づくものである【日本文化協会編『教学刷新評議会答申及ビ建議』日本

文化協会、１９３７（昭和１２）年、１０頁】。その国民学校施行規則には、冒頭

の総則で、「儀式、學校行事等ヲ重ンジ之ヲ教科ト併セ一体トシテ教育ノ実ヲ挙グ

ルニ力ムベシ」との規定がある。祝日の学校儀式については４７条に規定があり、

新たに明治節が加わった他は１９００（明治３３）年の第三次小学校令施行規則２

８条と変わるところがない。また国民学校令に先立って出された『国民学校教則案

説明要領』（文部省、１９４０年）には、「儀式の教育的価値」についてこう記され

ている。 

 

儀式就中國家的儀式は、國民的情操を涵養する絶好の機会であるとし、総じて

諸般の行事を始めその他作業・体育施設等の諸種の施設による教育作用を重視

し、教科と相まって教育の効果を完からしめようとすることは、近時の一般的傾

向であって、今回の改正に於てもこれに対し、特に深甚の注意を払って居る。

【同書２頁】 

 

国民学校においては、儀式、学校行事、教科が一体となって「教育の実」をあげ

ることと示されている。文部省関係者でもある川島次郎氏は、この方針を受けて

「儀式の最高価値」を上げるよう工夫、研究の必要を力説している。そのために
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『学校禮法 儀式編』を著し、当時の社会や学校の状況を踏まえて詳しい解説を試

みたのである。 

また、国民学校で行われる儀式については、戦前の東京高等師範学校（東京教育

大学の前身）の教授、安藤尭雄は「無言の教育的作用こそ儀式の本質」と指摘して

いる。 

 

儀式の教育的意義はその象徴性に存するのである。儀式の教育的意義は決し

て學校長の訓辭の内容に存するのではない。儀式の全體的運行に存してゐる直

接的作用に存してゐるのである。全體的雰囲氣の醸成する情意的影響に存して

ゐるのである。儀式を行ふに當たってはこのことに留意しなけらばならないので

ある。無言の教育的作用こそ儀式の本質でなければならない。このことは儀式

に於ける象徴性の強調に外ならないのである。【安藤尭雄『國民學校経営原論』

（教育科学社、１９４３年）３０７頁】 

 

式場の配置、式次第等々、秩序立てられ厳粛さが求められる空間において、「国

体精神のシンボル」として意味付けられた国旗が、紀元節などにおける御真影に代

わって会場ステージ正面に張り出され、参列者全員がそれに正対して敬礼し、冒頭

において国歌を斉唱する。入学式卒業式は、祝祭日の学校儀式とともに、生徒、教

職員、保護者、地域住民などそこに参列する者の内面に、国民精神総動員の意識を

形成する重要な場面と化した。入学、卒業という個人の人生にとっての大きな節目

が、国家の行事に転換され、人々を大戦争へと引き摺り込むことになるのである。

「儀式」と、その中での「儀礼」が、一定の歴史性、思想性を背負って成立するこ

とがここに明らかである。 

（３）小括 

以上のことからすると、過去に天皇崇敬的意味合いを有していた国旗・国歌

にまつわる所作に従うことを純粋に政治的に中立で世俗的なものと判断するこ
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とはできない。 

すなわち、問題となる行為の実施が慣行化したことを指摘するだけでは不十

分であり、これに加えて、①国旗・国歌の内容、沿革、②国歌の歴史において

著しい期間にわたって行われてきたか、③国旗掲揚・国歌斉唱の目的及び思想

的意義の有無・程度、④国旗・国歌の表彰するもの及び表彰が体現する意味等

を考慮しなければ、儀礼的所作との判断はできない。 

（４）本件の検討 

ア ①国歌の内容、意義 

歌曲としてのいわゆる「君が代」は、１８７０年にイギリス人軍楽隊長フ

ェントンの作曲で、海軍の儀礼曲として演奏されたのが初めてで、その後、

１８８０年に宮内庁雅楽課の林広守が作曲し直し、ドイツ人音楽教師エッケ

ルトが編曲して、現在の「君が代」となった。そして、この頃から「君が

代」が国歌であるという慣習が形成されていった。 

その「君が代」はどのように取り扱われたのか。ここで注目すべきものと

して、１９００年に施行された「小學校令施行規則」がある（甲１８）。そ

して、前述したように同規則には、２８条として以下の規定がある。  

これによると学校儀式において「君が代」を起立斉唱するという「習慣」

というのは、戦前・戦中の、教育勅語を根拠とした天皇賛美教育の重要な構

成部分として行われてきた紀元節（神話に基づく建国記念の日）、天長節

（天皇誕生日）等の学校儀式に由来するものである。 

イ ②国歌の歴史において著しい期間にわたって行われてきたか 

そして、甲第４６号証の小野意見書からわかるように、祝祭日学校儀式が戦

前の天皇制教化のための学校儀式として成立し、遅くとも満州事変以降は国民

統合の象徴としての天皇の神聖絶対性を表象するものとしていた。もっとも日

本国憲法下になり、天皇から統治権限を剥奪し、あらゆる個人が平等であると

なったため、学校儀式において君が代斉唱が強制されることは極めて少なくな
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っていた。 

しかし大阪市では、文部省が１９８５年９月５日にいわゆる「日の丸・君が

代」徹底通知を出して以降の１０年間で実施率が極めて高くなっており、政府

の強権的な処分の発動によって、反対する教職員を排除し学校儀式において教

職員に対して君が代斉唱の強制を進めていったものである。 

ウ ③国旗掲揚・国歌斉唱の目的及び思想的意義の有無・程度 

現在の大阪市立小学校・中学校の卒業式・入学式は、その戦前の学校儀式

を引き継いで、学習指導要領・大阪市国旗国歌条例やそれに基づく教育長通

知・職務命令によって、「日の丸」を式場の壇上正面に貼り、強制によっ

て、その「日の丸」に対して参列者全員が姿勢を正して「君が代」を斉唱す

るものとなっており、その体験を通して、児童・生徒に、「日の丸」「君が

代」が象徴する日本国家の崇高さを「感得」させようとするものとなってい

る。それは、形式としては、戦中の国民学校の卒業式・入学式と同じであ

る。 

大日本帝国憲法下の卒業式・入学式の「感得」させるべき＝刷り込むべき

内容が、天皇の崇高さから天皇を象徴とする日本国家の崇高さに変わった面

はあるが、君が代起立斉唱を求めることは、国民を主権者とする日本国憲法

の構造とは異なり、主権者である国民が国家を崇拝すべき事を強制している

ものである。 

エ ④国旗・国歌の表彰するもの及び表彰が体現する意味 

現在大阪市立学校の卒業式・入学式では、戦中・国民学校と同じ形式で式

場壇上奥に「日の丸」が掲揚され、「君が代」は昔どおり起立して斉唱が要

求されている。斉唱させられる「君が代」は、歌詞から「天皇の御代が末長

く続きますように」という、国民主権に反し国民に対し臣民としての立場を

要求する歌であることが明らかであり（甲４８号証 修身教科書の「日の丸」

「君が代」記述）、「日の丸」は戦前占領地に高く掲揚され、天皇陛下万歳
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の写真とともにあることで過去の戦争を想起させるものとなっている。 

（５）結論 

以上からすると、学校儀式において君が代起立斉唱をさせる行為は儀礼的所

作ではなく、戦前戦中の非人間的な日本社会と数えきれない悲劇をもたらした

侵略戦争に子どもたちを送り出した学校教育と同義である。 

４ 君が代起立斉唱を命じる行為が憲法１９条に対する直接的な制約であること 

（１）君が代の起立斉唱を強制する行為は儀礼的所作ではないこと 

前述のとおり、君が代の起立斉唱を強制する行為は儀礼的所作ではない。ま

た、外部からみても儀礼的所作と認識されるものではない。 

大阪市国旗国歌条例は子どもが「我が国と郷土を愛する意識の高揚に資す

る」ことを目的としており、当該目的を達成するために本件職務命令が発せら

れていることから、君が代起立斉唱行為は一定の意味づけがなされた行為であ

るし、「君が代」は、政府がどんな解釈を示そうと、かつて、天皇統治の永遠

を願う歌として「臣民」に強制された歌である。その「君が代」を躊躇なく歌

うことができるということは、上告人にとって、戦前戦中の非人間的な日本社

会と数えきれない悲劇をもたらした侵略戦争についての認識、その侵略戦争に

子どもたちを送り出した学校教育についての批判的認識を捨て去ることと同義

であり、外部から見ても君が代の歴史的経緯からすれば、上告人が上記の思想

を放棄したと認識させるものである。 

したがって、本件職務命令は上告人に対する間接的制約ではなく思想の核心

部分を制限する直接的制約であり、上告人の思想良心の自由を侵害している。 

（２）規制目的からみて直接的制約であること 

ア 規制目的の認定方法 

（ア）最高裁２０１１（Ｈ２３）年６月６日判決における宮川裁判官の反対意見

における規制目的の認定方法 

「君が代」起立斉唱を命じる職務命令に従わなかったことが憲法１９条に
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反するかが争われた最高裁２０１１（Ｈ２３）年６月６日判決における宮川

裁判官の反対意見では、教職員に対し「君が代」起立斉唱を強制する通達が

「何を企図したものかに関しては記録中の東京都関連の各会議議事録等の証

拠によれば歴然として」おり、「原判決認定の事実によっても、都教委は教

職員に起立斉唱させるために職務命令についてその出し方を含め細かな指示

をしていること、・・・、本件通達は式典の円滑な進行を図るという価値中

立的な意図で発せられたものではなく、前期歴史観ないし世界観及び教育上

の信念を有する教職員を念頭に置き、その歴史観等に対する強い否定的評価

を背景に、不利益処分をもってその歴史観等に反する行為を強制することに

ある」と認定しており、当該事案で問題となった通達及び当該通達に基づく

職務命令が発せられた背景事実を検証することで、当該通達に基づく職務命

令の真の目的を認定している。 

このように、思想良心の自由等の精神的自由に対する規制は、経験的に公

権力の恣意が働く蓋然性が高いことから、公権力による規制目的の認定は、

立法事実の検証によって真の規制目的の認定を行うべきである。 

（イ）最高裁が規制目的によって直接的制約と間接的制約を区分していること 

最高裁は、表現の自由及び信教の自由に関する判例法理において、規制それ

自体が表現ないし信仰の制約を目的とするか否かによって、直接的制約と間接

的制約を区分する手法を採用している。例えば、信教の自由に対する制約が問

題となった宗教法人オウム真理教解散命令事件（最一判１９９６（Ｈ８）年１

月３０日・民集５０巻１号１９９頁）において、解散命令の制度は「宗教団体

や信者の精神的・宗教的側面に容かいする意図によるものではなく」、解散命

令によって信者らが行う宗教上の行為に何らかの支障を生ずることが避けられ

ないとしても、「その支障は、解散命令に伴う間接的で事実上のものであるに

とどまる」ことから本件解散命令は憲法２０条１項の違反に当たらないとして

おり、直接規制と付随的規制の区分を意識した判示がなされている。 
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また、エホバの証人剣道実技拒否事件判決（最二判１９９６（Ｈ８）年３月

８日・民集５０巻３号４６９頁）においても、「信仰の自由や宗教的行為に対

する制約を特に目的とするものではな」いとしても、各処分が「自己の信仰上

の教義に反する行動を採ることを余儀なくさせられるという性質」を有する以

上、裁量権の行使に当たり、当然そのことに相応の考慮を払う必要があったと

しており、直接的・間接的制約の区分を念頭に置いた判示がなされており、最

高裁も規制目的により直接的制約か間接的制約かの区分を行っている。 

イ 大阪市国旗国歌条例制定の経緯及び目的について 

大阪市国旗国歌条例は、２０１１年１２月１９日に大阪市長に就任した時維

新の会代表であった橋下徹氏の意向を受けて、当時大阪市議会において第１党

であった維新の会の主導で２０１２年２月２８日に制定したものであることは

明らかである。さらに、同年５月というわずか３か月後に大阪市職員基本条例

が制定されていることからすると、両条例は一体的に適用するためにものであ

るといえる。そうすると、橋下氏の当時の発言は、両条例の規制目的を認定す

るための立法事実として、重要なものである。 

また、本件において上告人が「君が代」に対して起立斉唱を行わなかったこ

とによって行事進行の混乱は生じていない。 

上記の立法事実からすると、本件職務命令は、生徒に対し国旗国歌によって

象徴される国家それ自体に対する敬意の表明を自然なものとする調教教育を行

うという目的、及び刷り込み教育を阻害する教員を排除するという目的でなさ

れたものである。 

なぜなら、日常的な学校生活とは異なり一定の緊張感がある入学式・卒業式

において、生徒にとって指導的地位にある教員に対し一律に君が代起立斉唱を

強制し、生徒に対し同調圧力を生じさせることで、国旗国歌によって象徴され

る国家それ自体に対する敬意の表明を自然なものとして刷り込むことができ

る。 
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そして、大阪市国旗国歌条例と同時期に制定された大阪市職員基本条例の適

用によって、調教教育的愛国心教育を阻害する教員をあぶり出し、定期的に行

われる入学し・卒業式により懲戒処分の累積が予測されることから、最終的に

は阻害教員の排除をも狙う目的があった。 

ウ  イの目的から本件職務命令が直接的制約であること 

上記イのとおり、大阪市国旗国歌条例及び本件職務命令の目的は、国旗国歌

によって象徴される国家それ自体に対する敬意の表明を自然なものとして児童

生徒らに刷り込むこと、及びこの調教教育を阻害する思想をもつ教職員を排除

することである。 

上告人は、「君が代」は、かつて、天皇統治の永遠を願う歌として「臣民」

に強制された歌であり、その「君が代」を躊躇なく歌うことができるというこ

とは、戦前戦中の非人間的な日本社会と数えきれない悲劇をもたらした侵略戦

争についての認識、その侵略戦争に子どもたちを送り出した学校教育について

の批判的認識を捨て去ることと考えているが、大阪市国旗国歌条例及び本件職

務命令は、上告人の思想を抑圧し、この思想に反する行為を強制するものに他

ならない。 

エ  小括 

以上の通り、大阪市国旗国歌条例及び本件職務命令の規制目的からみて

も、本件職務命令は、上告人の思想良心の自由を直接的に制約するものであ

る。 

（３）本件職務命令は上告人の思想の核心部分の制約であること 

君が代起立斉唱行為に関し、最高裁は「一般的、客観的」にみて起立斉唱行

為という外部的行為の制約の有無について検討している。 

しかし、思想良心に係る外部的行為であっても、当該規制を受ける者にとっ

ては、自立的な決定権が否定されたものと受け止めて、精神的葛藤が生じる。 

そのため、最高裁はエホバの証人剣道実技拒否事件判決（最二判１９９６
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（Ｈ８）年３月８日・民集５０巻３号４６９頁）において、履修拒否が「信仰

の核心部分と密接に関連する真摯なもの」で履修が「自己の信仰上の教義に反

する行動を採ることを余儀なくさせられるという性質を有する」場合には、代

替措置を採ることの是非等について十分考慮せずになされた上記各処分は裁量

権の範囲を超えて違法となる、としており、処分の裁量権に係る判示の中では

あるが、外部的行動の強制が信仰の自由を制約し得ることが前提として、当該

外部的行為が制約される者にとって思想の核心部分と密接に関連するものであ

るかについて考慮すべきであるとしていた。 

上記のエホバの証人剣道実技拒否事件判決の最高裁の基準に従うと、上告人

にとって君が代起立斉唱行為が上告人の思想良心の自由の核心部分とどの程度

密接に関連するものであるか認定すべきである。 

すなわち、上告人の思想良心の内容について認定し、裁判所が日の丸・君が

代が表象する意味を解釈した上で、学校儀式において君が代起立斉唱を強制す

る行為が上告人の思想の核心部分に反するような密接な関連性の高い行為であ

るかについて考慮した上で、本件職務命令による制約の程度を認定すべきであ

った。にもかかわらず、本件の第１審及び原審は考慮していない。 

上告人は「君が代」は、政府がどんな解釈を示そうと、かつて、天皇統治の

永遠を願う歌として「臣民」に強制された歌である。その「君が代」を躊躇な

く歌うことができるということは、上告人にとって、戦前戦中の非人間的な日

本社会と数えきれない悲劇をもたらした侵略戦争についての認識、その侵略戦

争に子どもたちを送り出した学校教育についての批判的認識を捨て去ることと

同義である。 

そうすると、本件職務命令は上告人の思想の核心部分を制約しているといえ

る。 

したがって、本件職務命令は憲法１９条に反する。 
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第２ 君が代起立斉唱が子どもにとって儀礼的所作ではないこと 

 

１ 原審の判断 

原審は、「公立学校における卒業式等の式典における国歌斉唱時の起立斉唱行

為が、一般的、客観的に見て、これらの式典における慣例上の儀礼的所作として

性質を有するものであり、かつ、そのような所作として外部からも認識されるも

のであり、このことは教員だけではなく、式典に参加する生徒の立場に立っても

同様に評価することができる」としている。 

しかしならが、以下の通り、君が代起立斉唱行為は生徒にとっても儀礼的所作

ではない。 

２ 児童・生徒に対し君が代起立斉唱を指導する行為が調教教育であること 

（１）外部から客観的に見て児童・生徒の思想良心の自由を侵害していること 

上記第１のとおり、君が代起立斉唱行為は、かつて、「君が代」が天皇統治の

永遠を願う歌として「臣民」に強制された歌で、その「君が代」を躊躇なく歌わ

せることで、戦前戦中の非人間的な日本社会と数えきれない悲劇をもたらした侵

略戦争に子どもたちを送り出した学校教育に使用された行為である。 

この戦前戦中に「君が代」が学校教育において使用された歌であることを認識

し、批判的に捉える人々も多数存在していることからすると、君が代起立斉唱を

強制されている児童生徒を見て、儀礼的な所作を行っていると認識することはで

きず、むしろ戦前戦中の学校教育の現場を想起させるものである。 

したがって、外部から見て児童・生徒に対し君が代起立斉唱を指導する行為は

調教教育であり、児童・生徒の思想良心の自由を侵害する。 

（２）児童・生徒の内心の自由を侵害すること 

ア 子どもの中にも君が代起立斉唱行為に対して批判的な考えを持つ者がいるこ

と 

児童・生徒は未だ発達途上であるが、すでに戦前戦中において君が代起立斉
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唱行為が使用された意味を認識し批判的に捉える考えをもつ者が存在する。 

そのような考えを持つ児童生徒が、日の丸・君が代の意味や歴史的背景につ

いて学校では何も教えられないまま「歌うことが普通である。」という同調圧

力の下で君が代起立斉唱を行うことを強制されている。当該生徒は、第二次世

界大戦のときに、大日本帝国軍は植民地国の人たちも日本兵として徴兵し、か

れらにも『日の丸・君が代』を強要したことが、彼らにとってはとても屈辱的

なことだったと考えている。 

また、日本国民がみんな死ぬ時に「天皇陛下万歳」と言って死んでいくこと

に対して強烈な恐怖を抱いている。 

上記のような生徒に対して君が代起立斉唱を指導する行為自体が生徒の内心

の自由を侵害するものである。 

イ 子どもは未だ十分な批判能力を備えた者ではないこと 

上記アの生徒とは異なり、多くの児童・生徒は未だ発達途上であり自身の思

想を明確に持つまでに至っていない者が多く存在する。 

そういった児童生徒に対して、君が代起立斉唱行為の意味及び歴史的経緯を

教えずに、同調圧力の下で画一的に歌うことを指導する行為は、何ら批判する

ことなく君が代起立斉唱を受け入れる思想を植え付けるものである。 

教育の自由と関連するが、本来子どもには、将来の民主主義の担い手となる

ために、能動的・創造的に学び取る気合いを与えるものであり、何ら批判をす

ることなく同調圧力の下で思想を植え付けるべきではない。 

そして、上記第１で述べたとおり、日の丸・君が代が表象する天皇制と多様

な個人を平等に尊重する憲法秩序が原理的に衝突するか否かという憲法上の究

極的対立について、将来の民主主義の担い手となる子どもらに考える機会を与

えることが本来あるべき教育である。 

にもかかわらず、大阪市国旗国歌条例は君が代起立斉唱行為の意味及び歴史

的経緯を教えずに、同調圧力の下で画一的に歌うことを指導することを求めて
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おり、これは調教教育であり児童生徒の思想良心の自由を侵害する行為であ

る。 

（３）本件職務命令が教育の本質に反すること 

ア 甲第６号証の教育長通知は「１ これまでも「音楽の授業等における国歌

斉唱の指導を進める」「卒業式及び入学式においては、ピアノまたは吹奏楽

による伴奏で、しっかりと国歌が斉唱できるよう指導する」「式典において

は、壇上正面に国旗を掲揚するなど、国旗を尊重する態度を育てる」等につ

いて、各校園に通知してきたところであり、本年度の卒業式及び次年度の入

学式においても適切に実施すること。」と命令しているが、以下の通り、こ

の教育長通知は教育の本質に反している。 

イ 教育の本質とは 

（ア） 教育学者の梅原利夫氏は教育の本質について以下のように論じている

（甲５７）。 

「私は、『わかる、かかわる、かわる』、これが人間発達のキーワードでは

ないだろうかと思うようになりました。教育学の、あるいは教育の基本、そ

の中心概念は学習ということです。学習を通じてものごとが『わかる』、こ

のことは極めて重要な人間の活動です。この、『わかる』ということを通じ

て、私たちは確かな人間として成長していくものだと思っています。しか

も、わかるという行為は、自分一人の孤独な行為ではなくて、同じ仲間の、

あるいは違った考えの仲間同士で、人間的な『かかわり』をもつ中で学ばれ

る、学習というものの中で豊かな人間関係が築かれる、そういう行為が学習

の中には含まれています。『わかること、かかわること』、そのことを通じて

初めて人間が『かわる』、つまり、人間が発達していく、そういう大きな意

味が教育の中にあるのだと思うようになりました。研究を深めていけば、む

しろ原理は一見やさしい、単純な言葉で表現されるようになりますが、私は
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その言葉の奥に深い教育学的な意味があると考えています。」（甲５７ 育て

よう人間力 ２０頁） 

イ 一方、本件職務命令のような「教化主義」とは、一方的にある観念・思

想・イデオロギーを感得させる方式であり、無批判に受け入れさせ一定の信

念にさせていくことを目標とするものであり、上に述べた教育のごとく、他

者との交流や議論の中で物事を「わかる」という状態に至る過程とは根本的

に異なる方式であり、教育の本質と反しているものである。 

そして、戦前の儀式のやり方と酷似する現在の卒業式の式次第 は、戦前

の天皇制教化主義の方式をそのまま受け継いだ方式であり、現在のやり方は

「日の丸」や「君が代」についての歴史的経緯などの学習なしにただ「起立

して歌う」という式次第において、天皇や国家に対する崇敬の念をおこさせ

ることをねらった方式で教化主義に基づくものであり、これが正に「調教教

育」である。 

（４）憲法２６条に反すること 

ア 憲法２６条は「すべて国民は、‥‥等しく教育を受ける権利を有する」と

定め、国民の権利の側から教育を規定している。教育は広い概念であり、国

家権力作用としての教育や、教育権、教育機関という広い場面において使用

されているが、憲法２６条は教育を受ける権利と規定しているところ、国民

個人が教育を受ける最初は「学ぶ」ことであり、憲法２６条は端的に「学習

権」と国民の権利として保障したものである。 

イ 教育の本質論に関して前記（３）で述べたとおり、学習を通じて学ぶこ

と、そして「わかる」ことが教育の本質的な出発点である。「わかる」とい

うことはどんな小さな些細な対象であろうと、その対象に隠された問題を発

見し、その問題を「とく」ことがわかるという意識作用である。なにか「わ

からない」という対象物が、その問題点が明らかになって新しい知識が開か
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れ、そこに人間的喜びが満ちること、ここに「学び」が基本的人権であるこ

とがわかる。 

ウ しかし、本件教育長通知の如き、定式化され定例化され毎年同じような

「儀式」が開かれ、ただ「起立して歌う」行為のくり返しは、なんらかの

「学び」の対象になるのかという問題である。同じ儀式でも、事前に「日の

丸」「君が代」の歴史的経緯や背景、並びに、「日の丸」「君が代」をめぐる

国際関係の知識の教育がなされていれば、個々の儀式において、ある個人は

その個人の関心における「学び」と「回答」を得るかも知れないが、ただ

「起立して歌え」というやり方は正に調教教育であって、何一つ人間的「学

び」とその「回答」を与えるものではない。 

したがって、かかる「儀式」を強制することは、「学ぶ権利」即ち憲法２

６条で保障された学習権を侵害するものである。 

（５）教育基本法に反すること 

ア 教育基本法は、現に行われている個々の教育活動の意義を解釈する基準で

あり、その意味において現実の教育活動が憲法および教育基本法で定められ

た理念に合致するか否かを決定できる法規である。 

イ 教育基本法１条は「教育は、人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及

び社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民の育成を期

して行われなければならない」と規定している。一言でいえば、日本国憲法

の下で形成された国家及び社会の構成員としてそのふさわしい人格の形成が

目的とされていることから考えれば、卒業式という人生の節目に挙行される

行事において、自らの主体的活動をぬきに、ただ、受け身の立場だけに固定

されるという「教化主義」の儀式の強制は、教育基本法が目的とする教育で

はなく、違法というべきである 

（６）子どもの権利条約第２９条に違反すること 
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ア 同条約第２９条１項（ｃ）は「児童の父母、児童の文化的同一性、言語及

び価値観、児童の居住国及び出身国の国民的価値観並びに自己の文明と異な

る文明に対する尊重を育成すること」と規定している。「日の丸」「君が代」

に関する歴史的経過並びに第二次大戦を経て我国近隣のアジア諸国との関係

での「日の丸」「君が代」を学習する教育課程を経ていれば、上記条約の規

定に基づく教育も可能であるが、本件卒業式は「ただ起立して歌う」という

「教化」方式のみであり、そこに、この条約が要求している教育の内容は満

たされていない。 

イ 現在の本件教化方式では、上記条約が他国との関係で自国の文明や価値観

の学習を求めていることからすると、ただ、「日の丸」を掲揚して、「起立し

て君が代を歌う」という本件方式は、上記条約が求めている教育とは相対立

するものであり、同条約に違反している。 

（７）小括 

以上の通り、大阪市国旗国歌条例下での本件職務命令によって、子ども

が強いられる君が代起立斉唱行為は、子どもらの思想良心の自由の侵害に

基づく理由に加えて、本件卒業式の式次第が教育の本質に反する違法な方

式をとっており、憲法２６条、教育基本法１条、２条、子どもの権利条約

２９条に違反する調教教育である。 

したがって、子どもが強いられる君が代規律斉唱行為は、儀礼的所作で

はない。 

 

第３ 第２の調教教育に関する上告人の思想良心の自由の侵害について 

 

１ 上告人は上記第２の調教教育に加担したくない思想をもっていること 

上告人は、卒業式・入学式での「君が代」斉唱を生徒にどう説明するかとい

うことが現場ではもっとも問題になるにもかかわらず、大阪市教育委員会が、
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学習指導要領に書かれた国歌斉唱一般の意義を述べるだけで、「君が代」につ

いての生徒に伝えるべき内容を一切示さず、生徒にしっかり斉唱させる「指

導」を学校現場に押し付けている。 

そして、大阪市教育委員会の上記のような姿勢によって何ごとについても

「上で決まっているから」としか説明しない「教育の荒廃」ともいえる状況を

学校につくり出しており、市教委が自らの責任を果たさず、学校現場に矛盾を

転嫁する教育委員会の姿勢が教育の荒廃を招いている。 

上告人は、上記の市教委による教育方法が、生徒自身にかかわる問題におい

て、意見表明の保障どころか、教育する側としてきちんとした情報提供すら行

っていない調教教育であると考えており、上告人は市教委による調教教育に加

担したくないと考えている。 

この上告人の思想良心は、子どもが表現の自由を有することを規定すると

ともに、「あらゆる種類の情報及び考えを求め、受け及び伝える自由」とし

て、情報の要求・受領権を定めた子どもの権利条約１３条に沿うものであ

り、法的な根拠を有する思想良心である。 

しかしながら、本件職務命令は、「君が代」の起立・斉唱という行為を生徒

に対する教育活動と位置づけ、上告人に対して自分の身を守りたかったら、自

分自身が納得できない「君が代」起立・斉唱という行為を生徒に押し付ける立

場に立つことを強制している。また、教育者である上告人に対して、調教教育

を強制している点で、教育の自由を侵害するものである。 

そうすると、本件職務命令によって、上告人の教育の自由を害する調教教育

に加担したくないという上告人の思想良心の自由が侵害されている。 

２ 人権の侵害を受けている児童生徒を教育者として放置することはできないとい

う上告人の思想良心の自由を侵害すること 

上述の第２の２項で述べたとおり、中学校教育は義務教育であり多種多様な

思想や価値観を有している児童生徒が同一の教育を受けている。そして、中学
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校教育を受ける児童生徒の中には、すでに自身の思想や価値観を有し、「君が

代」に対し起立斉唱を行いたくない者も必ず存在する。にもかかわらず、本件

職務命令は、児童生徒に対する指導的立場にある教員に対して、「君が代」起

立斉唱を強制することで児童生徒に対しても「君が代」起立斉唱を強制してい

る。 

教育長通知の「ピアノまたは吹奏楽による伴奏で、しっかりと国歌が斉唱で

きるよう指導」との指示の下、「君が代」の歴史から必ず存在している「君が

代」にいい感情を持たない生徒は、とてもつらい立場に置かれている。 

上告人は、上記の状況下において、「君が代」起立斉唱の強制によって児童

生徒の人権が侵害され、つらい立場に置かれている生徒を放置することはでき

ないと考えている。 

この上告人の思想は、児童生徒の中に、歌を歌うという行為との関係で、

卒業式や入学式における式のあり方、「君が代」起立斉唱のあり方に意見を

有し、あるいは君が代斉唱を肯んじ得ない思想を有する者がいた場合には、

その子どもは自己の意見を表明する権利を有し（子どもの権利条約１２

条）、また、そのような子どもの思想は尊重され、その思想の基づく宗教ま

たは信念を表明する権利については制約できない（子どもの権利条約１４

条）という子どもの権利条約１２条及び同１４条に沿うものであり、法的な

根拠がある思想良心である。 

しかし、本件職務命令は、上記の上告人の人権の侵害を受けている児童生徒

を教育者として放置することはできないという上告人の思想良心の自由を侵害

している。 

３ 小括 

以上の通り、現在、被上告人のほとんどの学校で、卒業式に国歌「君が代」

斉唱が位置づけられている理由や「君が代」の歌詞の意味について、斉唱を求

められている児童・生徒自身に説明していない。児童生徒の中には、かなら
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ず、「君が代」起立斉唱に対して反対する立場の者も存在するが、上記の状況

下で、上告人は、それらの生徒が「君が代」強制によって人権が侵害され、つ

らい立場に置かれている状況を放置できないと思っていた。 

しかし、本件各職務命令は教職員に考えることを禁止し、命令に従うことだ

けを求めるこの教育行政のあり方が、「君が代」の歴史や歌詞の意味について

子どもたちに事実すら伝えず、「国歌」はしっかり歌うものという刷り込みだ

けを行う「調教教育」になっている。 

上告人は、自身が「君が代」起立・斉唱職務命令に従うことは、厳しい生活

条件の下に置かれた子どもたちとともに生きる側にいたいと考え、努力してき

た教員生活の中で、上告人が行動原理とした「自分の保身のために、他の誰か

に犠牲を強いることはしない」にまったく反することであった。 

「君が代」の起立・斉唱は、上告人にとっては、子どもたちを侵略戦争に動

員した戦前の教育に対する反省を捨て去ることを意味すると同時に、教員の生

徒に対する率先垂範行為として位置づけられている「君が代」起立・斉唱の職

務命令に従う行為を通して、生徒たちに起立・斉唱を押し付ける「調教」の一

端を担うことであり、従うことができなかったものである。 

以上 
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